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Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

第１ 教育に関する目標

No 年度計画 計画の実施状況等
評価委員会において確認した事項、 

∵取綜め味事⊋Ｕ
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学生にも好評であった。
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進級後も後輩の指導に関わったり、学生サポーターとして地域の人々の健康増進活動に

参加したりするなど学部の垣根のない交流活動につながっている。 

・2年生のコミュニティ・ヘルスケア論Ⅰは、学内外から招いた多職種の医療人による

講義で構成されており、各分野で活躍する医療職の現場の声が聴けるため、臨床現場に

おける多職種間の問題点を理解することができた。 

・コミュニティ・ヘルスケア実習Ⅰは訪問実習の成果及び多死社会の中で医療従事者と

していかに生きるかについてグループディスカッションを行い、AIP の実現に向けての

社会の課題に関する理解を深めることができた。 
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る必要がある。 

・地域での学生・研修者の活動を支援する ICT 情報共有システムを活用しているが、利

便性を高めるために更なる整備が必要である。 

・文部科学省の助成終了後も事業継続するための対策が必要である。 
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名を超える参加者を得た。 

・「公共政策学科」「マネジメントシステム学科」「会計ファイナンス学科」それぞれ

において、平成 30 年度以降に向けての開講科目と科目配置の本格的な見直しを行う作

業をスタートさせた。
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・ESD の成果発信として「名古屋駅西におけるリノベーションまちづくりの可能性 ～
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②現任教育については、アンケート結果から一定の評価が見られた。 

③地域住民への健康支援活動については、アンケート結果から、受講者からの評価も良

く、回数を増加してほしいなどの希望もあった。 

・現任教育については、フォローアップ研修の内容について、まだ検討する余地がある。

・共同研究については、1件しかなく希望者もいないため、平成 29 年度は看護学部教

員に共同研究可能なテーマを募ることとした。 

・「名市大看護実践教育モデル」の活動も充実したモデルになったことから、名市大看

護実践教育モデル検討委員会を改名し、平成 29年度からは「名古屋市立大学看護実践

教育共同センター」とすることとした。 

18  大学院入学者に対して引き続きアンケート調査を行うとともに、平

成 30 年度入試での実施に向けて、定員充足率向上のための方策を引
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【取組の成果、課題】 

・大学間交流協定校の増加と国際シンポジウムの開催により、新たな研究者の受入や派

遣を通じたグローバル人材の育成の素地を築き、国際交流の充実化が促進できた。 

・国費留学生の受け入れを進め、国際的多様化、優秀な学生の獲得に繋がった。 

・大学院教育におけるグローバルな感性を持つ人材育成をさらに継続するため、大学間
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導していく必要がある。 
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・博士後期課程における早期修了プログラムについて、各教員に入学可能性のある方々

への受験の勧誘をお願いした。平成 29 年度は入学者を 1名迎え入れることになった。

・「経営管理」、「特別講義（経営学）」、「地方行財政」などの講義を通じて実務経

験者や企業人による実務教育を継続した。なおそれぞれの受講者数は 9名、7名、2名

であった。

【 蛇組ｈ成厭題】ı

・順調ｅ定懢足∵桺いる医療系コースへ製造業を対象ｂ∵圡践教育へｈ共同斬画な

どへ実務を意識∵圡学院教育は順調ｅ進彰ａいる。ı

・今育のためｈ新たなコースｈ開設ｅ向ぁて午討を重ねる必要がある。上就

の「ビジネスコース」の設置午討はその一環¼あぷ槗8ı

・平成2ゲ年度整えぷ入学制度ｅピ傅てへ博士前期蛙程ｅおいて受栗希望者檞1名い

ぷ檞æ出願期間が合わずへさらなる受栗内容の広報が必要と思われる。海外の大学への

教員柔張ｈ際へ当晦度ｈ広報を行うなども有効と思われる。ı

・平成2ブ年度はへ博士栗ｅおける「早期修了プログラム（在学1年ａ経済学博

士号蛇得）」ｅ入学者を1名迎え入れることがａきぷ檞æ引き続き履修者ｈ開拓を図る

必要がある。ı
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授業の設定日時や実施科目等の更なる検討が必要である。 
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第１ 教育に関する特記事項

法人として特色ある取り組み 

（1）初年次教育科目の開講     
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定した。 

・これまでの名古屋市博物館との連携を継続すると共に、より発展させることができた。

53 （芸術工学研究科） 

産業界との受託・共同研究、名古屋市をはじめとした地方自治体と

の共同研究、あるいはブレーンとしての貢献及び国際学会、国際コン

ペでの発表を推進する。 
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第２ 研究に関する特記事項

法人として特色ある取り組み 

（1）全学研究施設運営会議の設置 

研究施設・設備の全学での共同利用の企画・運営を図ることを目的に「全学研究施設運営会議」を設置し、研究設備・機器の共用化の基本方針の取りまとめや平成 29 年度に共用機器センターを設置するために計 4回

会議を開催した。 

（2）先端研究基盤共用促進事業への申請・採択 
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評価委員会から指摘された事項 

なし 

第３ 社会貢献等に関する目標

No
年度計画 計画の実施状況等

達成状況
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ターの活動の認知度を高めることができている。 

66
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第３ 社会貢献等に関する特記事項

法人として特色ある取り組み 

(1) 名古屋市との連携の推進  ※資料提出（参考資料集 94 頁、95 頁） 
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85
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・毎年度、削減される人件費の範囲内で、教育研究の支援体制を整備するとともに、有

効な人材配置や職員体制を常に検討していく必要がある。 

・削減計画を着実に実施した。 

93 引き続き、社会的ニーズに的確に対応し、有用な人材を確保するた

め、多様な雇用制度を整備・活用する。 

【中期計画 第１ ３】 

【取組実績】 

・引き続き、在職 4年以上の事務系契約職員に対し、無期雇用転換試験を実施し 4名を

合格とした。 

・平成 27 年度に引き続き事務職員の採用試験を７月の早期に実施するとともに、有用

な人材確保を進めるため、採用予定日を 10 月 1日以降又は 4月 1日とする弾力的な採

用を行った。

Ⅲ 

56 成課題】›契約職員拶 期碻用転換拶 に*移有用な人 出四紡止 𩗏長期浡な人材育60にU材った一環
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Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する特記事項

法人として特色ある取り組み 



48 

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標 

No
年度計画 計画の実施状況等

達成状況 評価委員会において確認した事項、
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込むなどの取り組みを行った。

【 成課題】環

・大学振興𧑉 に間間観含舘関禁 鵠暹円寄附 寿訝 （平成閑舘年度年艜実榛陥陥禁 祿曖咎円26。
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Ⅲ 財務内容の改善に関する特記事項

法人として特色ある取り組み 
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Ⅳ 自己点検・評価、情報の提供等に関する特記事項 

法人として特色ある取り組み 

（1）認証評価の受審 

学校教育法の規定に基づく認証評価を受審し、認証評価機関である公益財団法人大学基準協会から「本協会の大学基準に適合していると認定する。」（認定期間：2024（平成 36）年 3月 31 日まで）と評価された。 

未達成の事項 

なし 

評価委員会から指摘された事項 

なし 

Ⅴ その他の業務運営に関する重要目標 

の公開を開始する。 

【中期計画 第２ ３】 

著作権等問題がないものについてすべて公開した。 

・3月末日現在で研究紀要論文 1,156 件、学位論文 315 件、研究紀要論文以外の学術論

文である 22 世紀研究所評論集収録論文（学術論文）13 件を公開した。平成 28 年 4 月

以降のリポジトリからの論文のダウンロード数は 178,981 件であった。 

・学術論文の公開の準備として、文化庁の著作権研修会に職員を派遣した。（平成 29

年 1 月）
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の確保等について、次年度も引き続き検討を行うこととなった。 

̞組們成課題 秭埤エネ推深 員開催ⅺ他f部Ôf┉エéへf]厭組冪状況等們弣報蕯蓏有する乩俶c過り灎┉エネ意識f穴05熢…向上c一定ㇵ成っ伷灵ｊ
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【取組の成果、課題】

・本部棟の防災訓練で、各所属連絡員による本部長（理事長）への情報伝達を初めて実

施したことにより、有事の際の情報伝達方法を広く浸透することができた。 

・本部棟の防災訓練で、新たに防災備蓄品についての説明を行った。災害時に必要とな





59 





61 

Ⅹ 公立大学法人名古屋市立大学の業務運営等に関する規則で定める事項 

１  施設・設備に関する計画

２  積立金の使途

中期計画 年度計画 実績




